
   

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                              
 
  
 
 
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                      
 

� スマート税務行政                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                    
Ｑ：国税庁では、ＩＣＴを活用して納税者

の利便性を向上していくとのことですが、ど

のような点が便利になるのですか？                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                      

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                           

Ａ：次のような点が変わっていきます。 

【解説】  

さきごろ、国税庁から「税務行政の将来像に

関する最近の取り組み状況」が公表されまし

た。その中に納税者の利便性の向上について

の取組みが記載されています。主な取組みに

は、次のようなものがあります。 

【スマホによる電子申告】 

平成31年１月からスマホ申告ができるよう

になっていますが、令和２年１月から順次

利用できる手続きが拡大されます。また、マ

イナンバー読取機能が搭載されたスマホを

使えば、マイナンバーカードの電子証明書

を用いたe-Tax送信が可能になります。 

【年末調整手続きの簡素化】 

令和２年10月に年末調整控除申告書作成用

ソフトウェアが無料で提供され、年末調整

の手続きが簡素化されます。 

【企業が行う手続きのワンストップ化】  

令和元年中に会社設立後の手続きについて

ワンストップ化が開始され、令和２年に設

立時の手続きを含めたワンストップ化が開

始されます。 

【申告データの円滑な電子提出】 

令和２年から、国・地方を通じた財務諸表の

提出先の一元化、法人税及び地方法人二税

の共通入力事務の重複排除、添付書類の提

出方法の拡充が図られます。  

【三輪厚二税理士事務所(大阪市中央区)】 
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